
株式会社　アルファネット （単位：円）

【 3,674,144,946 】 【 983,371,365 】

現 金 及 び 預 金 547,700,046 買 掛 金 358,428,392

受 取 手 形 567,000 未 払 金 47,103,272

売 掛 金 1,001,883,833 未 払 費 用 211,532,069

商 品 35,150 未 払 法 人 税 等 124,102,700

仕 掛 品 15,026,640 未 払 消 費 税 64,439,000

貯 蔵 品 736,916 前 受 金 8,421,523

前 渡 金 4,351,034 預 り 金 69,766,278

前 払 費 用 67,718,056 賞 与 引 当 金 99,578,131

繰 延 税 金 資 産 62,105,711

短 期 貸 付 金 1,972,810,284

未 収 入 金 58,201

立 替 金 791,265

仮 払 金 360,810

【 508,218,603 】 【 1,108,021,200 】

（ 48,938,059 ） 退 職 給 付 引 当 金 1,075,779,533

建 物 59,950,428 役員退職慰労引当金 32,241,667

工 具 器 具 備 品 105,656,654

減 価 償 却 累 計 額 △ 116,669,023 2,091,392,565

（ 59,562,219 ） 【 2,090,970,984 】

電 話 加 入 権 3,087,600 400,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 56,474,619

（ 399,718,325 ） ( 71,428,725 )

繰 延 税 金 資 産 328,396,542 1,428,725

差 入 保 証 金 70,637,283 70,000,000

そ の 他 投 資 等 684,500

( 1,619,542,259 )

利 益 準 備 金 16,560,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,602,982,259

うち当期純利益 351,638,845

2,090,970,984

4,182,363,549 4,182,363,549

( 有 形 固 定 資 産 )

負債合計

【 株 主 資 本 】

資 本 金

( 利 益 剰 余 金 )

( 資 本 剰 余 金 )

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

純資産合計

負債・純資産合計

純資産の部

資産合計

(投資その他の資産)

( 無 形 固 定 資 産 )

貸　借　対　照　表

負債の部

【 流 動 資 産 】

【 固 定 資 産 】

【 流 動 負 債 】

資産の部

平成29 年  12月 31日  現在

【 固 定 負 債 】



評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）

商  品 ／

仕掛品 ／
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原材料 ／

貯蔵品 ／

／

無形固定資産 ／
（リース資産を除く）

リース資産 ／

貸倒引当金 ／

賞与引当金 ／

退職給付引当金 ／

役員退職慰労引当金 ／

消費税等の会計処理 ／ 税抜方式によっております。

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウェア開発の請負契約につい
ては工事進行基準を適用し、その他については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行
基準を適用する場合の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

⑤その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ソフトウェア売上及びその製造原価の計上基準

最終仕入原価法による原価法

②固定資産の減価償却方法

定率法。ただし、平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)
並びに平成28年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　15～50年　工具器具備品　4～20年

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額
法を、その他の無形固定資産については、法人税等の規定に基づく定額法
を採用しております。

所有権移転外ファイナンスリース・リース取引に係るリース資産リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

③引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を
計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上してお
ります。なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（11年）による定額法により費用処理しております。数理
計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理することとしております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

④収益及び費用の計上基準

最終仕入原価法による原価法

有形固定資産
（リース資産を除く）

【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

①棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

個別法による原価法



（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

①当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 8,000株

３．株主資本等変動計算書に関する注記

２．追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。
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